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(57)【要約】
【課題】信頼できる船舶操縦方法を提供すること。
【解決手段】接岸時の操船において、船舶の位置と動き
が、移動または静止している障害物または障害輪郭とと
もに、自動的に冗長手段によって把握され、コンピュー
タによって画像表示が制御されることにより、前記画像
表示上において前記障害物または前記障害輪郭に対する
前記船舶の実際の位置が、実行されているまたは推奨さ
れている操縦操作とともに表示されることとする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接岸時の操船において、船舶の位置と動きが、移動または静止している障害物または障
害輪郭とともに、自動的に冗長手段によって把握され、コンピュータによって画像表示が
制御されることにより、前記画像表示上において前記障害物または前記障害輪郭に対する
前記船舶の実際の位置が、実行されているまたは推奨されている操縦操作とともに表示さ
れることを特徴とするコンピュータ支援による船舶操縦方法。
【請求項２】
　慣性および／または動きセンサにより、前記船舶の実質的に周期的な動き（ローリング
、ピッチング、ヨーイング）が把握されることを特徴とする請求項１に記載のコンピュー
タ支援による船舶操縦方法。
【請求項３】
　前記コンピュータにより、記憶されているモデル船舶のデータがさらに利用でき、操縦
への干渉に対する、予め設定された理想的条件下の前記船舶の反応が算出されるとともに
前記船舶の実際の反応と比較されることにより、妨害要因が量的に把握されることを特徴
とする請求項１又は請求項２に記載のコンピュータ支援による船舶操縦方法。
【請求項４】
　船首側ＧＰＳ受信機と船尾側ＧＰＳ受信機を有するＧＰＳ装置により適時把握される船
首と船尾の位置の確実性または正確性がチェックされ、当該船首と当該船尾の位置から算
出される船首－船尾間距離が、記憶されている設計上の公称値と比較されることを特徴と
する請求項１～請求項３のいずれか１項に記載のコンピュータ支援による船舶操縦方法。
【請求項５】
　前記画像表示上に前記船舶の最も確実な位置が不確実範囲とともにグラフィカルに再現
されることを特徴とする請求項１～請求項４のいずれか１項に記載のコンピュータ支援に
よる船舶操縦方法。
【請求項６】
　前記画像表示上に、予定されているまたは必要な操船を、現在利用可能な制御または駆
動装置で実行可能かどうかが表示されることを特徴とする請求項１～請求項５のいずれか
１項に記載のコンピュータ支援による船舶操縦方法。
【請求項７】
　前記コンピュータにより前記画像表示上に曳航またはその類の操船のための適切な操作
が表示されることを特徴とする請求項６に記載のコンピュータ支援による船舶操縦方法。
【請求項８】
　前記船舶の手動操縦の際に、前記コンピュータにより前記画像表示上に前記船舶の制御
または駆動装置の適切な操作が提案されるとともに、前記船舶の実際の位置と理想位置が
表示されることを特徴とする請求項１～請求項７のいずれか１項に記載のコンピュータ支
援による船舶操縦方法。
【請求項９】
　前記船舶上の計測された位置に配置された少なくとも３つの距離センサにより、船側座
標系における障害物が把握されることを特徴とする請求項１～請求項８のいずれか１項に
記載のコンピュータ支援による船舶操縦方法。
【請求項１０】
　前記船舶の動きが慣性型ナビゲーション装置により、船側座標系における前記障害物が
把握された位置を始点として、算出されることを特徴とする請求項９に記載のコンピュー
タ支援による船舶操縦方法。
【請求項１１】
　前記船舶の動きが、羅針儀またはＧＰＳシステムまたは慣性センサなどの冗長センサに
より把握されることを特徴とする請求項９又は請求項１０に記載のコンピュータ支援によ
る船舶操縦方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明はコンピュータ支援による船舶操縦方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、船舶を所定のコースに自動的に保つための支援システムの基本概念は公知で
ある（例えば特許文献１）。また、特許文献２にはアンテナを２基有するＧＰＳ装置を装
備した乗物が開示されている。これによれば乗物の位置または縦軸（前後軸）の方向を正
確に求めることができることとしている。
【０００３】
　また、Ｐ．アンドレーらによるパンフレット「ＧＰＳを利用した船舶の運動およびその
他の高周波運動の算定」、ＤＧＯＮ（ドイツ・ナビゲーション協会）シンポジウム位置測
定＋ナビゲーション２０００には、船舶のある程度周期的な動きを把握（認識）すること
により、例えば音響測深で得られる測定値の精度を向上できることが開示されている（非
特許文献１参照）。そのためには、好ましくは３基のＧＰＳアンテナが三角形をなすよう
に配置されたＧＰＳシステムが用いられる。
【０００４】
　また、特許文献３には乗物の操縦を支援する方法と装置が開示されている。特にここで
の乗物は船舶を含み、接岸のためのコースを算出することにより操船者を支援することが
可能となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】独国特許出願公開第１９８１３００５号明細書
【特許文献２】米国特許第４８８１０８０号明細書
【特許文献３】米国特許出願公開第２００４／００６４２４９号明細書
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】著作者：Ｐｅｔｅｒ　Ａｎｄｒｅｅ，Ｐｏｌａｎｄ　Ｌ▲ａ▼ｇｅｒ，
ＦＨ　Ｈａｍｂｕｒｇ，ＦＢ　Ｇｅｏｍａｔｉｋ，Ｍａｒｔｉｎ　Ｓｃｈｍｉｔｚ，Ｇｅ
ｒｈａｒｄ　Ｗ▲ｕ▼ｂｂｅｎａ、“ＧＰＳを利用した船舶の運動およびその他の高周波
運動の算定”、［ｏｎｌｉｎｅ］、検索日：平成２３年１１月２５日、掲載者：ＤＧＯＮ
（ドイツ・ナビゲーション協会）、インターネット（ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｇ
ｅｏｐｐ．ｄｅ／ｄｏｗｎｌｏａｄ／ｄｇｏｎ２０００．ｐｄｆ）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで船舶の操縦において接岸は特に難しい。
【０００８】
　本発明は、上述した問題点に鑑み、信頼できる船舶操縦方法を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために本発明のコンピュータ支援による船舶操縦方法は、接岸時の
操船において、船舶の位置と動きが、移動または静止している障害物または障害輪郭とと
もに、自動的に冗長手段によって把握され、コンピュータによって画像表示が制御される
ことにより、前記画像表示上において前記障害物または前記障害輪郭に対する前記船舶の
実際の位置が、実行されているまたは推奨されている操縦操作とともに表示されることを
特徴としている。
【００１０】
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　上記構成によれば、船舶の船首と船尾の、陸側基準座標系に対する、あるいは障害物ま
たは障害輪郭に対する位置を絶えず把握（認識）し、これを表示することにより、操船者
は潜在的な危険も含めた時々刻々の状況を常時その目前に見ることができ、必要なら自動
操船に直ちに介入することができる。
【００１１】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、慣性および
／または動きセンサにより、前記船舶の実質的に周期的な動き（ローリング、ピッチング
、ヨーイング）が把握されることが望ましい。
【００１２】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、前記コンピ
ュータにより、記憶されているモデル船舶のデータがさらに利用でき、操縦への干渉に対
する、予め設定された理想的条件下の前記船舶の反応が算出されるとともに前記船舶の実
際の反応と比較されることにより、妨害要因が量的に把握されることが望ましい。
【００１３】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、船首側ＧＰ
Ｓ受信機と船尾側ＧＰＳ受信機を有するＧＰＳ装置により適時把握される船首と船尾の位
置の確実性または正確性がチェックされ、当該船首と当該船尾の位置から算出される船首
－船尾間距離が、記憶されている設計上の公称値と比較されることが望ましい。
【００１４】
　上記構成によれば、第一に、船舶の位置を（基本的に公知の方法で）極めて正確に把握
（認識）することができる。第二に、ＧＰＳ受信機からの位置データに基づいて両ＧＰＳ
受信機間の距離を算出し、それを船舶上の実測値と比較することができる。ＧＰＳデータ
に基づいて算出された距離と実際の距離との差は、ＧＰＳシステムの位置データの正確さ
を評価するための基準として用いることができる。必要なら、３基のＧＰＳアンテナを船
舶上に配置することで、船舶の非常に小さくほぼ周期的な動きを、それ自体は公知の方法
によって、正確に把握（認識）することができる。これにより、船舶のピッチング、ロー
リング、および／またはヨーイングあるいはその類の動きが原因で周辺に対する船舶の位
置の算定に誤差が生じることがなくなる。
【００１５】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、前記画像表
示上に前記船舶の最も確実な位置が不確実範囲とともにグラフィカルに再現されることが
望ましい。
【００１６】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、前記画像表
示上に、予定されているまたは必要な操船を、現在利用可能な制御または駆動装置で実行
可能かどうかが表示されることが望ましい。
【００１７】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、前記コンピ
ュータにより前記画像表示上に曳航またはその類の操船のための適切な操作が表示される
ことが望ましい。
【００１８】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、前記船舶の
手動操縦の際に、前記コンピュータにより前記画像表示上に前記船舶の制御または駆動装
置の適切な操作が提案されるとともに、前記船舶の実際の位置と理想位置が表示されるこ
とが望ましい。
【００１９】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、前記船舶上
の計測された位置に配置された少なくとも３つの距離センサにより、船側座標系における
障害物が把握されることが望ましい。
【００２０】
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　上記構成によれば、船舶上にＧＰＳシステムに加えて、またはそれに代えて、少なくと
も１つの位置測定システムが設けられ、これにより船舶の船首と船尾の、移動または静止
している障害物または障害輪郭に対する位置が把握（認識）される。なお、そのような位
置測定システムとして、ソナー、超音波、レーザーおよび／またはレーダーを利用したシ
ステムが挙げられる。特に好ましくは、例えば超音波センサなどの測距センサを船舶上の
測量された３ヶ所の位置に３つ組センサとして設ける。これにより、障害物の船側座標系
における座標が正確に把握（認識）でき、接岸操作の開始時点で船舶の周辺の精密な地図
が得られる。
【００２１】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、前記船舶の
動きが慣性型ナビゲーション装置により、船側座標系における前記障害物が把握された位
置を始点として、算出されることが望ましい。
【００２２】
　また本発明は、上記構成のコンピュータ支援による船舶操縦方法において、前記船舶の
動きが、羅針儀またはＧＰＳシステムまたは慣性センサなどの冗長センサにより把握され
ることが望ましい。
【００２３】
　上記構成によれば、操作開始時点からの船舶の並行運動および回転運動が算出される。
その際累積する位置誤差は、接岸操作にかかる時間が比較的短いため小さいので、羅針儀
、ＧＰＳシステムなどの冗長センサにより、好ましくはカルマンフィルタを利用して、補
正することができる。絶対位置の算定は接岸操作においてはさほど重要ではないので、接
岸操作の自動実行の目的には船舶を基準とする相対的な基準座標系で十分である。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、船舶の船首と船尾の、陸側基準座標系に対する、あるいは障害物また
は障害輪郭に対する位置を絶えず把握（認識）し、これを表示することにより、操船者は
潜在的な危険も含めた時々刻々の状況を常時その目前に見ることができ、必要なら自動操
船に直ちに介入することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】は、港湾の一部における船舶を模式的に示す平面図である。
【図２】は、本発明による支援システムを大幅に模式化したブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　発明による支援システムの好ましい一実施形態を以下に詳細に説明する。本発明の保護
範囲は具体的に言及され説明されている特徴の組み合わせにに限定されず、個別の特徴の
任意の組み合わせを包含するものである。
【００２７】
　図１は港湾の一部の「航空」写真である。岸壁１に船舶２が停泊している。別の船舶３
も停泊スペースを占有しており、船舶３の縦軸（前後方向軸）は岸壁１に垂直である。船
舶２、３はいずれもロープなどの索条類で係船柱４に係留されている。船舶２、３の間に
船舶３と平行にもう一艘分の停泊スペースがあり、さらに別の船舶５が利用可能である。
この船舶５に本発明による支援システムを備え付けるとよい。支援システムは、船首に設
けられたＧＰＳ受信機６と船尾に設けられたＧＰＳ受信機７を含むＧＰＳシステムを含む
。船舶５はさらに複数の位置把握（認識）システム８を備え、これにより船舶５の周辺の
状況を把握（認識）することができる。
【００２８】
　図２に示すように、支援システムはコンピュータ９を含み、その入力側にＧＰＳ受信機
６、７が接続されている。コンピュータ９はその出力側で少なくとも１つの画面１０を制
御する。画面１０には、ＧＰＳ受信機６、７から得られるデータに基づいた、陸側基準座
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標系における船舶５の位置が表示できる。この位置は例えばＵＴＭ座標値で表される（Ｕ
ＴＭはユニバーサル横メルカトル図法（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｒａｎｓｖｅｒｓｅ　Ｍ
ｅｒｃａｔｏｒ　ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅ　ｓｙｓｔｅｍ）を指す）。コンピュータ９は入
力側においてさらにメモリ１１または送信機またはその類のものと通信することにより、
港湾の所望部分のディジタル地図のデータを取得する。
【００２９】
　以上の構成により、コンピュータ９は岸壁１に対する船舶５の位置を画面１０上に正確
に表示することができる。ディジタル地図が得られない場合には、コンピュータ９は、位
置把握（認識）システム８から得られるデータに基づいて、船舶５とその周辺の画像を画
面１０に表示することができる。一方、港湾のディジタル地図が得られる場合には、位置
把握（認識）システム８から得られるデータは基本的には画面１０に表示される地図また
は画像上で船舶２、３の位置を正確に「マーク」するためにのみ利用される。
【００３０】
　また、コンピュータ９は、それに供給されるデータすべてについて確実性と正確性をチ
ェックする。これにより、例えばＧＰＳ受信機６、７のデータから両者間の距離を算出し
、これを設計時に予め設定された値と比較することができる。２つの値の間で算出された
差が大きいほど、ＧＰＳ受信機６、７から得られる船舶５の船首／船尾の位置のデータは
より不正確である。画面１０上でこれを明示することができる。たとえば、船舶５の最も
確実な位置を表示する一方で、その周りで船舶５が存在し得る不確実範囲をグラフィカル
に表示するとよい。
【００３１】
　画面１０上では、これから船舶５を移動させたい目標位置を決めてキーボード１２また
はマウスまたはその類の装置を介してコンピュータ９に「伝達」することができる。する
とコンピュータ９は船舶５を目標位置に導くための適切または最適な理想ルートを、船舶
５上で利用可能な制御／駆動システムを考慮しながら、求める。その制御／駆動システム
が、必要な操船の実行に不適切または不十分なものであるときには、その旨が表示される
。
【００３２】
　これにより操船者は曳航船やその類の船舶による支援の要請が必要かどうか等について
的確なアドバイスを得ることができる。一方、制御／駆動システムが十分なものであると
きには、コンピュータ９に船舶の制御／駆動システム１５を運転させることにより、必要
な操船を自動的に実行できる可能性がある。これか可能かどうかは、算出された船舶５の
理想ルートと船舶５が実際にたどるルートとの間で理想値と実際値とを比較することによ
って判断する。両者の差は、ＧＰＳ受信機６、７から得られる信号と位置把握（認識）シ
ステム８から得られる信号から算出することができる。
【００３３】
　操船者は、船舶を手動で制御したいときには、制御／駆動システム１５を手動制御シス
テム１６を介して運転する。この場合、コンピュータ９が制御システムに命令を発しても
実行されない。ただしコンピュータ９は船舶の制御／駆動システムの適切な運転方法につ
いてのアドバイスを画面１０に表示してもよく、それと同時に船舶５の実際の位置および
推奨される理想位置を表示してもよい。これにより操船者による船舶５の操船が著しく容
易になる。
【００３４】
　支援システムはまた船舶５の制御／駆動システムの能力だけでは所望の停泊スペースへ
の操船の実行に不十分な場合にも有用である。この場合、コンピュータは曳航船やその類
の船舶による適切な操船方法についてのアドバイスを提示することができるので、本船の
操船者は、曳航船の操船者に指示を出す必要が生じても、容易に対処できる。
【００３５】
　コンピュータ９は船舶５を一つのモデルとして「認識」しており、理想的な水の状態（
特に、水流がない）において船舶がその制御／駆動システムに対する干渉にどう反応する
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かを予測することができる。コンピュータ９はそのように予想される反応をＧＰＳ受信機
６、７から得られる船舶の実際の反応と常時比較しつつ、反応の差が船舶５に作用してい
る風圧荷重に由来するものどうか監視している。
【００３６】
　風圧荷重は、コンピュータ９の入力側に接続されている風速計１３から得られるデータ
に基づいて算出できる。コンピュータ９は船舶の反応のうち風圧荷重に由来しな分を水流
に由来するものと判断するので、これにより水流の強さと方向が算出される。この水流の
検出は基本的には常時、特に船舶５に対する特定の操船操作の前には適時、行われるので
、コンピュータ支援による自動操船が実行されるときには、それに先立って水流の影響が
考慮される。
【００３７】
　ここで、隣り合う位置間の水流の状態の差はわずかであると想定している。つまり、水
流の状態は位置によらず大体において一定であると想定している。
【００３８】
　変形例として、水流に関するデータやその類のデータは港湾側の送信機からコンピュー
タ９側の対応する受信システムへ、例えば港湾のディジタル地図とともに、転送されるも
のであってもよい。
【００３９】
　本発明の特に好ましい実施形態によれば、コンピュータ９の入力側にはさらに、船舶の
ローリングやピッチングやその類の動きを検出する動き検出装置１４が接続される。コン
ピュータ９が、記憶されている船舶のモデルに基づいて、船舶に起こりうるローリングや
ピッチングやその類の動きを「認識」していれば、自動操船中または推奨操船操作の算出
中に、そのような船舶の動きにコンピュータ９が無用に反応することを防ぐことができる
。このようにして、操縦操作が却って船舶の周期的な動きを引き起こすのを防ぐことがで
きる。むしろ、船舶の周期的な動きを、それを相殺するような操縦操作を実行することで
抑えることができ、有利である。
【００４０】
　本発明は、例えば次のように総括することができる。船舶上の位置測定システムのセン
サにより、船舶の周辺状況が把握（認識）され、ここでは基本的には既知の方法（カルマ
ン・フィルタリング）を用いて測定誤差が補正される。船舶のＧＰＳ受信機は主にコース
を決定し（羅針儀）、また船舶の大きさを算出するのに用いられる。動きセンサが船舶の
動きを複数自由度（方向）において検知し、それによって波の強さを考慮することを可能
にする。そのうえ無用な船舶の操縦操作が自動的に実行されたり操船者に推奨されたりす
ることが防げる。接岸スペースまたは停泊スペースを計測した後、船舶の理想コースが算
定され、ここで好ましくは算定に用いられるデータがカルマン・フィルタリングまたはそ
の類の処理で補正される。理想コースに照らして、船舶の制御／駆動システムに対する補
正値が算出され、船舶にＣＡＮバスまたはその類のものを介して伝達される。補正値は理
想コースと実際コースとの比較により常時最新の状態に保たれる。
【００４１】
　このようにして船舶の周辺の地図が作成されモニタに表示されるので、船舶が利用でき
る空きスペースが一目瞭然となる。地図の作成のために取得されたデータをカルマンフィ
ルタを用いて加工し、データ取得の際の干渉成分や測定誤差を低減してもよい。
【００４２】
［補足］
　先述のＧＰＳ装置が船舶上に設けられていてかつ港湾のディジタル地図が直ぐに利用可
能な場合において、船側の位置測定システムにより作製された周辺地図を、これが該港湾
の静止輪郭を示すものであれば、ディジタル地図と比較し、そのようにして導出される基
準に照らして、ＧＰＳ受信機を用いて算出された船舶の船首と船尾の位置の正確さを評価
してもよい。
【００４３】
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　船舶の周辺が十分に正確に把握（認識）されたら、基本的には、船舶をコンピュータ（
相当の能力があるものとする）による支援の下、自動的に所望の場所への最適のコースに
沿って導くことができる。ここでも好ましいことに、本発明によれば、船舶の船首と船尾
の位置が把握（認識）され、船舶の動きが複雑でも遅延なくそれに追従し、それを実行す
ることができる。このためには、基本的には公知の制御／駆動システムが利用でき、それ
により船舶を縦（前後）方向のみならず横（左右）方向にも動かすことができる。例えば
サイドスラスターやフォイト・シュナイダー・プロペラを用いることができる。このよう
なシステムは船舶の横方向の移動も可能にする。
【００４４】
　本発明による支援システムにおいては、それが備える位置測定装置により、予定されて
いる操船に十分な空きスペースがあると判断されると、船舶の理想コースが自動的に算出
され、記憶される。その後、船舶の制御／駆動システムが、予め与えられた理想コースと
船舶が実際にだとっている実際コースとの理想値－実際値差が最小になるよう、制御され
る。船舶の制御／駆動システムのこのような制御は、基本的には水流や風などの現実の妨
害要因に関係なく、可能である。唯一の前提として、船舶の制御／駆動システムが、船舶
を陸側基準座標系において、現実の妨害力に抗して移動させるに十分な能力を備えている
必要がある。
【００４５】
　とはいえ、本発明の好ましい実施形態によれば、妨害力の中でも少なくとも比較的強い
ものについてはそれを特に把握（認識）し、船舶の制御／駆動システムがそのようの妨害
力を補正するように構成される。このようにして船舶の理想／現実コースの差が最初から
小さく抑えられる。つまり制御そのものの必要性が抑えられる。
【００４６】
　風速の測定のために、船舶上に支援システムと通信する風力計を設けてもよい。それに
より算出される船舶に対する風速と風向は支援システムによる陸側の基準座標系における
風速と風向の算出に利用できる。ＧＰＳシステムまたは船側の他の位置測定システムのデ
ータから陸側の基準座標系における船舶の運動速度／方向が算出できるからである。
【００４７】
　必要なら、ありうる水流を、その速度と方向について、次のように算出してもよい。支
援システムに船舶のモデルを「認識」させておけば、該モデルのパラメータに基づいて該
船舶の、特定の風力下、理想（静止）水流下における速度と方向を計算することができる
。
　計算されたコースまたは計算された運動方向／速度と実際の運動方向／速度との差から
、水流速度／方向が算出できる。少なくとも港湾内では隣り合う位置間の水流の状態の差
は実際上無視できるので、必要なら慎重を要する操船の開始以前に水流データを算出して
おき、このデータを後の操船において考慮してもよいからである。
【産業上の利用可能性】
【００４８】
　本発明は、コンピュータ支援による船舶操縦方法に利用できる。
【符号の説明】
【００４９】
　１　　岸壁
　２　　船舶
　３　　船舶
　４　　係船柱
　５　　船舶
　６　　ＧＰＳ受信機
　７　　ＧＰＳ受信機
　８　　位置把握（認識）システム
　９　　コンピュータ
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１０　　画面
１１　　メモリ
１２　　キーボード
１３　　風速計
１４　　動き検出装置
１５　　制御／駆動システム
１６　　手動制御システム

【図１】 【図２】
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